
合計１７件の付議案件を予定

【 条 例 関 係 等 】

議案
番号

件　名　及　び　内　容　 所管課

60 有田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 総務課

【改正理由】
　人事院の給与勧告に基づき、一般職の給与改定をしようとするものである。

【改正の主な内容】
　初任給及び給料月額の引き上げをする。（令和５年４月から）
  一時金の支給率の改定をする。
　一般職員　（年間4.4月→4.5月　0.1月分引き上げ）
　再任用職員（年間2.3月→2.35月 0.05月分引き上げ）

【施行期日：公布の日、ただし第２条の規定は令和６年４月１日】

61 有田市特別職給与条例の一部を改正する条例 総務課

【改正理由】
　一般職の給与改定に準じ、期末手当の支給率を改定しようとするものである。

【改正の主な内容】
　特別職の一時金の支給率の改定をする。
　（年間4.3月→4.4月　0.1月引き上げ）

【施行期日：公布の日、ただし第２条の規定は令和６年４月１日】

62 有田市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 総務課

【改正理由】
　一般職の給与改定に準じ、期末手当の支給率を改定しようとするものである。

【改正の主な内容】
　市議会議員の一時金の支給率の改定をする。
　（年間4.3月→4.4月　0.1月引き上げ）

【施行期日：公布の日、ただし第２条の規定は令和６年４月１日】

63 有田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 総務課

【改正理由】
　人事院の給与勧告に基づき、一般職の任期付職員の給与改定をしようとするもので
ある。

【改正の主な内容】
　給料月額の改定をする。（令和５年４月から）
　一般職の任期付職員の一時金の支給率の改定をする。
　（年間3.3月→3.4月　0.1月引き上げ）

【施行期日：公布の日、ただし第２条の規定は令和６年４月１日】
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64 有田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 総務課

【改正理由】
　一般職の給与改定に準じ、期末手当の支給率を改定しようとするものである。

【改正の主な内容】
　会計年度任用職員の一時金の支給率の改定をする。
　（年間2.5月→2.6月　0.1月引き上げ）

【施行期日：公布の日】

65 有田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 保険年金課

【改正理由】
　地方税法施行令等の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。

【改正の主な内容】
　世帯に出産する予定又は出産した被保険者がいる場合、出産月の前月（多胎妊娠の
場合は３か月前）から出産月の翌々月までの期間に係る国民健康保険税の所得割額及
び均等割額を免除する。

【施行期日：令和６年１月１日】

66 有田市立学校運動場夜間照明施設条例の一部を改正する条例 生涯学習課

【改正理由】
　学校運動場夜間照明施設の名称等の変更に伴い、所要の改正をしようとするもので
ある。

【改正の主な内容】
　学校運動場夜間照明施設名称の改正(箕島中学校　→　有和中学校）

　　　　　　　　　箕島中学校　　　　 有和中学校
　使用料の改定　　全面  4,930円　→　全面　 5,500円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1/2面　2,750円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※1/2面は箕島中学校の全面に相当

【施行期日：令和６年４月１日】

67 有田市漁業集落排水事業の設置等に関する条例 産業振興課

【制定理由】
　有田市漁業集落排水事業の設置等に関し必要な事項を定め、地方公営企業法の財務
規定等を適用するため、本条例を制定しようとするものである。

【制定の主な内容】
　これまで有田市特別会計条例に基づき設置していた有田市漁業集落排水事業につい
て、地方公営企業法の一部を適用し、公営企業会計を採用する。

【施行期日：令和６年４月１日】
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72 工事請負契約の変更について 総務課

　保田保育所改築工事請負契約の一部を変更するため、地方自治法第96条第１項第５
号の規定により議会の議決を求めるものである。

　変更契約金額：　　　８０４，１００，０００円（消費税込）
　変更による増加額：　　１７，６００，０００円

73 教育委員会の委員の任命について 総務課

　現委員・伊藤　嘉史　氏の任期が令和５年12月25日をもって満了となるため、後任
として、新たに　橋爪　正文　氏を任命することについて議会の同意を求めるもので
ある。

74 教育委員会の委員の任命について 総務課

　現委員・中尾　忠弘　氏の任期が令和６年２月20日をもって満了となるため、後任
として、新たに　若松　尚子 氏を任命することについて議会の同意を求めるものであ
る。

諮問
第3号

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 市民課

　現委員・高垣　明子　氏を引き続き推薦することについて議会の意見を求めるものである。

諮問
第4号

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 市民課

　現委員・下田　喜久恵　氏を引き続き推薦することについて議会の意見を求めるものである。
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令和５年 12月定例会 補正予算案の概要について 
 

■議案第 68号 令和５年度有田市一般会計補正予算（第５号） 

 

      一般会計補正予算額    ６億１,５２８万６千円を増額 

         補正後の予算総額  ２３５億   ６５万３千円 

 

人事院勧告に基づく給与改定等による人件費の更正のほか、令和４年度国庫負担金等の精算

による国県への返還金、制度改正に伴うシステム改修費、今後の基金活用のための積立金、国

際交流事業等を追加するとともに、歳入における普通交付税額の確定に伴う追加や基金繰入金、

また、翌年度以降にわたるものについて債務負担行為をそれぞれ設定し、地方債補正について

は限度額を変更します。 

＜財源内訳＞                                              （単位：千円） 

◆主な事業 

１．人件費の更正 

＜人事院の給与勧告に基づく補正＞ 

 ・特別職(市長・副市長・教育長)：期末手当の支給率年間 4.30月⇒4.40月（+0.10月）＋23万 9千円 

 ・一般職：平均 0.3％給与月額改定(初任給及び給料月額引上げ) +962万 2千円 

        期末手当の支給率 年間 2.40月⇒2.45月(+0.05月) +652万 3千円 

勤勉手当の支給率 年間 2.00月⇒2.05月(+0.05月) +576万 8千円 

＜人事異動等に伴う更正による補正＞ 

・一般職：給料 ＋1,057万 9千円 

職員手当 ＋1億 5,520万 4千円（うち退職手当の増+1億 5,412万 4千円） 

＜一般職の給与改定に準じる補正＞ 

・会計年度任用職員：報酬 ＋965万 8千円 

期末手当の支給率 年間 2.50月⇒2.60月(+0.10月) ＋282万 6千円 

 

２．基金積立事業 －経営企画課－                                     ３億円 

   今後の計画的な基金の活用を見込み、公共施設整備基金積立金を補正します。 

 

３．教育振興事業  万博国際交流プログラム事業委託料 －教育総務課－       ４６３万４千円 

2025 年の大阪・関西万博を契機に万博参加国と有田市が国際交流を継続的に推進していくための

委託事業で、前回の国際博覧会訪問以降、関係性を築いたアラブ首長国連邦は脱炭素やクリーンエ

ネルギーへの転換期にあり、本市の状況とも親和性が高いことから、今後は子どもたちにエネルギー

等を通した新たな学びの機会を創出し、国際感覚を涵養するなどの取組を展開していきます。なお、

財源の一部は、内閣官房国際博覧会推進本部からの助成金 300万円を見込み計上しています。 

補正額 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

615,286 10,759 1,192  3,000 600,335 
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◆主な債務負担行為の追加 

事項 期間 限度額 説明 

窓口業務委託料 令和 6年度 

令和 7年度 

令和 8年度 

34,670千円 

33,100千円 

33,100千円 

市役所市民課窓口を利用される方への

証明書交付や届出受付などの窓口対応

業務委託を令和 6 年 4 月から導入する

ため、今年度中に事業者を選定します。 

旧文成中学校校舎等改

修工事費 

令和 6年度 55,000千円 令和 6 年 8 月に宮原小学校移転を円滑

に行うため、今年度中に一部の改修工

事事業者を選定します。 

 

■各会計の補正額  

※特別会計において下記のとおり必要な費用について編成しています。          （単位：千円） 

 

議案番号 会計名 補正額 主な内容 

議案 

第 69号 

国民健康保険特別会計

(第 2号) 

6,375 人件費の更正、過年度返還金の補正 

議案 

第 70号 

介 護 保 険 特 別 会 計 

(第 1号) 

149,970 人件費の更正、基金への積立金、一般会計繰

出金及び令和４年度返還金の補正等 

議案 

第 71号 

後期高齢者医療特別 

会計(第 1号) 

23,325 人件費の更正、一般会計繰出金及び広域連合

負担金の補正 
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